
ⅩⅢ 報告の徴収並びに助言、指導及び勧告  （第56条、第5日条）  

0 厚生労働大臣は、ニ叫去律〃）施行に関しと、要があるときは、事業主に対して、報告を求   

め、又は助言、指導若しくは勧告を行うことができ左す  

0 厚生労働大臣の報告の徴収、助言、指導、勧告〃）権限は、一定〃）範囲で都道府県労働局   

長に委任されます  

（1）助言、指導、勧告上t、罰則を伴う≠）〃）ではありませんが、事業主はこれらに従／つて必要な措   

置を講ずることが求め「Jれ左す  

（2）厚生労働大臣〝）報告の徴収、助言、指導、勧告〝）権限は、厚生労働大臣が全国的に重要であ   

ると認めた事案を除き都道府県労働局長に委任されています（則第67条）  

ポイント解説  

★ 事業主に対し行う報告項数収、助言、指導、勧告をはじめとするニノ）法律ゾ）施行常軌－t、   

事業所ゾ）所在地を管轄する都道府県労働局雇用均等室が行ってい去す  

都道府県労働局は、厚生労働省の出先機関で、各都道府県〝）県庁所在地にあり圭す  

法に沿って育児休業制度、介護休業制度等が運用される上う、事業主、労働苗一等か「）〃）   

具体的な相談に応じていモナノ）で、最寄り〔／）勇一働局雇用均等室にご相談ください  
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ⅩⅣ 公務員に関する適用  （第61条）  

l  

O 民営事業所に雇用される労働者のほか、国営企業職員、特定独立行政法人職員、日本郵 至  
l   

政公社職員及び地方公務員についても、その任命権者の承認を受けて、介護休業や子の看 毒  

l  護休暇を取得し、また、育児や家族の介護を行うための時間外労働の制限の請求及び深夜i  
業の制限の請求をすることができることを、この法律で規定しています。  

（l）公務員の育児休業制度については、「国家公務員の育児休業等に関する法律」（平成3年法律   

第109号）、「地方公務員の育児休業等に関する法律」（平成3年法律第110号）等が適用されます。  

（2）公務員の介護休業制度や子の看護休暇については、国営企業職員等を除く非現業国家公務員   

については、勤務時間及び休暇等を規定した「一般職の職員♂〕勤務時間、休暇等に関する法律」   

（平成6年法律第33号）が適用されます。   

国営企業職員、特定独立行政法人職員、日本郵政公社職員及び地方公務員については、勤務   

条件は原則として民間事業所に適用される最低基準が適用されますが、介護休業及び子の看護   

休暇等に関しては、その地位の特殊性等から、非現業の国家公務員の制度に準拠した基準をこ   

の法律で特例として設けています。  
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育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（抄）  
＝用い隼法律第76り一）  

l】次   

第1章＋総則（昔1条7糾戊）   

弟2草て 育児イ木業（第5条第1り条）   

第常声1爪護休業（第11粂第＝i条）   

恥局材）コ r一〃）丘護作昭（弟1日条ゾ）2昭1（う東レ）り   

第車上持聞外労働（川糾ilミ（第17条：・第1H条）   

第訂「1傑夜牒河川‖根（第1リ粂・第州条）   

御樟 小二業トが甘L「べき川二FF圭（丁了i21条7拙り条）   

第7半 対象′甘働音ノ斜二丈卜√「る友ほ川＝閏  

第1節 何等に上る接地（第朋条声結う5条）  

第2節 指定法人（第舗条策㍊条）   
7榊章  

雄Lもr」（第5：う条一箱i7条：）   

附則  

弟1章 総則   

（＝的）  

第1条 ニ（ノ）法律さt、什ノ上休某及び介．㈲休業にl某日‾引il渡、1代人ニトノ）㍍掛㈲昭に閃十ろ制度な．設けろと」」）に、」′－ノ）養   

育及び√京族り〕介護をノわ易に十ろため勤務‖、川j木．引二閲し小二、某トが一針Lトミき措世む定机るほれ、j’J）長子f丈け糾う三〃）介護   

を子J二う′ガ働考写に廿十ろ友ほ≠牒／を甘ドろこと′こ享にLり、J′一（ノ）養一l∠ト丈け京族ゾ）介護定一fj二っ1け働首八、享れ＝千言Jlけ）継続及び   

再満州組）仙進封畔、‡／〕てこれ十〃）祈ハ臓某′＝．1一と一家庭′＝11▼と（／）いh拉二に′盲1・．‥Jト†‾ろことを通じて、二れレ▲ノ〃〕首（ハ福祉  

〔／）増進虻車】り、あわせて経済及り号Hやハ発心汀1㌣十ろことを川’！（ノヒ十ろ   

（1ニ義）  

昔‡2条 二山は律によ∴、て、iクこlノ）符り一に掲げろ用語再定義け、、‘う言亥侶ユ一にノノ［机ノ〕ヒニノ1にLろ  

在県作業＋ガ働渚（＝ヤ扉＝HりLろ賞・をれミく 以トニ山条、次「il三か「J第5章Eで、ニ斉‡21架かし、パ侶≠条まて、第黒  

条及び第州条においてl司じ）／1ミ、次キーモに定めろとニ／）に土イ、そ〔りJ′一を養1±トトろために十ろ休業をし、う  

介護休業 ′榊描一が、r結う章に定めろ七二ろにLり、そル要f「イ酎ノこ態に方）ろよ寸象家肱を介護十ろためにする休某  

イミンい／ノ  

要介護出藍 川島、」煩－）jくrL身作トイ－二Lくけ精神上（ハ障ノ，i；＝にLり、い，」二′卜′ル働け、令で定机ろ相川侶こわ′メェりノ馴、量J…介護  

をノビ、要ヒする〃こ態をいう   

川 畑象呆旅 配偶宵 卜姉掴ノ川吊＝をしごいないが、■巨ノ夫卜榊州宝二】保と卜川壬〔丹1腑にでt｝）ろ賞‾を．′キL、以トニ出け及び   

制1条昔日項（同条第岬宮山J第H項去でにおいて準＝卜「ろ場合を合且、）において＝じ）、父付及びJ′▲ にれ↓、J山片  

に準ずろ者止して厚′巨′ル働げ、イ「ご1王めろヰ，（ノ）を合む）、1付くに配偶打直父けをいう   

jJ二 ′豪族 対象家拭そ（ノ）他いナj二′巨万働省、廿ご1王めろ純旅をい′う   

（基本的」二蔓l呈ノ念）  

甘う条 二項描け）仙上にLろJ′一〃）養fト丈け糾～ニJ）介護を子J‘う′芳働折宕（ノ）…lヒ川■翫勘ヒ、ニカIJJゾ）省－フトこれぞれ職業′仁   

清い仝期聞を通じ∵そし叫走力を右牒」∴発揮Lて充′jごした職業′＝．1一ケ甘hととレニ、削【J丈け什L胤二／小てノ射ちミリ）F】   

としての役′剤キ＝沼に黒土イニとがてきろ」二う∴∵十てニヒをそ－ノ）本旨と▼1‾ろ  

2 J′一〃）養FF丈け京扶（ノり卜護ノンfJ【－〕ため（ノ）休業キートち宥牒吊畑主、、そ叫イ（、某後におこナろ就業を†】用・に†十1ニヒができろ1二   

う必要／‘己′ぅチカをすくトLうにしな十＝しげなし－」ノ出＼   

（l捌轟音（ノ）2主務）  

第1条・わ二業t≠ひにい」及び他ノノ1†往い小本＝、前条に貼上十ノ〇J．〔対佃をノ急に従イこ、J′一山≠妄アナ丈け捌畑ノ介↓港を子Jう′ブコ－   

働打≠ノ）福神二封酢世十㌃仁王∵畑れ皇h恒有畑■Jない  

第2章 百リユ休業   

（在県休牒（ノ）l＝＝）  

第㍍た ′甘働首里、そノ）養7′＝‾る1歳に描けこない「に／〕いて、そ鉦j撲巨に小し」＝ろことにⅠ二り、自県休業を寸てことが   

できるJただL、用＝才りを走れ1糾‡Hり十ろ苫∵」ト1て＝、次〃）終車川、ザれにむ該、1卜「る‡）ノ）に「根り、、■用沖＝位十   

ろことができろ  

ゝ1i該事業i二にづlき経き雇用された期閃か1牛以十．で寿）ろ片  

その養育寸1／骨汀歳二漣r「ろl」りソ、トニゾ）裾二おいて と1J】始り達l】」という）を超えてリlき経き塙川jされろこと  

が札i△去れろ首（、■1．該J′≠川歳到達＝／いJl隼を経過守る＝モで肌帖侶、そ山労働収甘丹用＝肛が溝「L、か／J、、11．該  
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労働契約の更新がないことが明らかである者を除く。）  

2 前項の規姐こかかわらず、育児休業をしたことがある労働者は、当該育児休業を開始した＝に養育していた子につ   

いては、厚生労働省令で定める特別外車「轟がある場合を除き、前項の申出をすることができない。  

こう 労働者は、その養育する1歳か〔）1歳6かf＝こ達するまでの／一について、次の各桝）いずれにも該当する場合に限り、   

その事業主に申し出ることにより、育児休業をすることができる。ただし、期間を定めて雇用される者であってその   

配偶者が当該千明1歳到達Uにおいて育児休業をしているものにあっては、第1項各号のいずれにも該当するものに限   

り、当該中山をすることができる 

、一1該申出に係るr一について、当該労イ動音叉はその配偶者が、1該イ・の1歳到達口において育児休業をしている場  

二 1該r・（7）1歳到達L］後の期間に／っいて休業することが雇用の継続のために特に必要と認められる場合として厚生  

労働省令で定める場合に該当する場合  

4 第1項及び前項の規定による申＝（以lこ－「育児休業巾‖＝ という。）は、厚生労働省令で定めるところにより、その   

期間中は育児休業をすることとする一の期間について、その初日（以下「育児休業開始予定11」という（。）及び末【1   

（以卜「育児休業終丁子定し】」という〔））とするHを明らかにして、しなければならない。この場合において、同項   

の規定による申出にあっては、当該申出に係る十の1歳到達Rの翌Ijを育児休業開始予定［」としなければならない。  

5 第l項ただし吾、第2項、第3項ただし吾及び前項後段の規定は、期間を定めて雇用される者であって、その締結す   

る労働契約の期間の末「1を育児休業終F予定＝（第7条第3項の規定により当該育児休業終「予定日が変更された場合   
にあっては、その変更後の育児休業終了子定日とされた日）とする育児休業をしている幸〕のが、当該育児休業に係る   

十について、当該労働契約の更新に伴い、、【う該更新後の労働契約の期間の初Ilを育児休業開始予定l】とする育児休業   

申出をする場合には、これを適用しない〔、   

（育児休業中州があった場合における事業主の義務等）  

第6条 事業」三は、労働者からの育児休業中出があったときは、当該育児休業申出を拒むことができないり ただし、当   

該事業主と当該労働者が雇用される事業所の労働者の過半数で組織する労働組合があるときはその労働組合、その事   

某所の労働者の過半数で組織する労働組合がないときはその労働者の過半数を代表する者との書面による協定で、次   

に掲げる労働者のうち育児休業をすることができないものとして定められた労働者に該当する労働者からの育児休業   

中山があった場合は、この限りでない。   

一 当該事業主に引き続き雇用された期間が1年に満たない労働者   

二 労働者の配偶者で当該育児休業中Hに係る子の親であるものが、常態として当該子を養育することができるもの  

として厚生労働省令で定める者に該当する場合における当該労働者   

二 前二号に掲げるもげ）のほか、育児休業をすることができないこととすることについて合理的な理由があると認め  

られる労働者として厚生労働省令で定めるもの  

2 前項ただし書の場合において、事業主にその育児休業申出を拒まれた労働者は、前条第1項及び第3項の規定にかか   

わらず、育児休業をすることができない。  

3 事業主は、労働者からの育児休業中出があった場合において、、当該育児休業申出に係る育児休業開始予定口とされ ●   

たRが当該育児休業中肘があった目の翌日から起算して1月（前条第3項の規定による申出にあっては2週間）を経過   

する目（以トニの項において「川等経過＝」という。）前の＝であるときは、厚生労働省令で定めるところにより、   

当該育児休業開始予定日とされたしJから当該1月等経過祀（当該育児休業中Hがあった口までに、出産予定日前に子   

が出生したことその他の厚生労働省令で定める事由が生じた場合にあっては、当該1月等経過目前の目で厚生労働省   

令で定める［］）までの間のいずれこう、げ）日を当該育児休業開始了′定「1として指定することができる。  

4 第1項ただし書及び前項の規定に、ガ働者が前条第5項に規定する育児休業中．¶をする場合には、これを適用しない。   

（育児休業開始予定日の変更の申出等）  

第7条 第5条第1項の規定による申＝をした労働者は、その後、1う該申出に係る育児休業開始予定11とされた目（前条第3   

項の規定に上る専業ヰミの指定があった場合にあっては、当該事業主の指定した日。〕以Fこの項において同じ。）の前   

日までに、同条第3項の厚生労働省令で定める事由が生じた場割こは、その事業主に申し出ることにより、当該申出   

に係る育児休業開始予定‖を1回に限り当該育児休業開始予定口とされた目前のL］に変更することができる＝  

2 事業主は、前項〝）規定による労働者からの中州があった場合において、当該申出に係る変更後の育児休業開始予定  

l1とされたRが、⊥絹亥申出があった臼の翌日から起算して1月を超えない範囲内で厚斗二′芳働省令で定める期間を経過す   

るU（以Fこの項において「期間経過口」という＝）前のRであるときは、厚生労働省令で定めるところにより、当   

該申出に係る変更後の育児休業開始r′定口とされた日から当該期間経過目（その日が当該中州に係る変更前の育児休   

業開始了，定一」とされていた日（前条第：う項〝）姐定による事業tの指定があった場合にあっては、当該事業主の指定し   

たH。以下この項において同じ。）以後の目である場合にあっては、当該申‖1に係る変更前の育児休業開始予定口と   

されていた［］）までの間のいずれかの目を当該労働者に係る育児休業開始予定日として指定することができる。  

3 育児イ本業申出をした労働者は、享年労働省令で定める目までにその事業主に申し出ることにより、、！う該育児休業中  
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J侶二係る育児休洛終「ナ定Ilを1い＝二l江上り、▲1．‡亥育しU木‰終r「定Ilとされた【：後り）Ljに変更寸亮二とができる   

（育児休業中山の撤回写）  

第H発 育児休業中Hをしたカ働音卜主、、1＝針育児休業l＝‖うに係ろ育り上休風聞始「定＝とさかたl】（制う条甘う碑文けl拓条   

第2項〃）規定に上る事業i二び）指定／うミあ／〕た場「ナに〔抜）／ノてぃt）！う言亥－j‡二葉巨〃）†旨ン己しノたEl、lrり条て岩1項山規定に上り7′け」休業   

開始r′定虻が変更された場合にふ／ノてほそノ）変明雄い）吉見休増渕冊け1いトヒされたl！第↓項及び次条裸出狛こおいて   

同じ．）ぴ）前日モでほ、、上う該育リ上休業叶川1を撒「＝けることができる 

2 前墳の規定に上町育児休業小出を撤L・」した労働行け、、▲う該む化作業申川に係ろJ′一に／〕いてけ、悍′仁方働省、甘で定机   

る特別の事情がある場合を除き、第5条第l項及び7甘け如／）規定にかかわ「ノーすご、育児休業小川をするニヒができ／言い  

：う 育児休業申出がされた後育兄休業開始ア′定‖とされたL＝／）前＝までに、J′－ゾ）死t二そ山他山労働考証、⊥1．該1γ馴木業‡l  

「1iに係るr・を養＃Lないこととな／ノた由i‡として厚′卜′方働省令でン王めろ勘i】が′仁じたときは、、■う．散在捏休業申出＝、   

されなかった≠）〝）とみなす ニノ）場合において、労働片目、そ〃）耳葉上に対して、、⊥1．該－i川】が′仁じた旨む遅滞なく通   

知しなければならない   

（育児休業期間）  

第9条 育児休業中＝をLた労働昔がそゾ）用＝言りり廿主fテリ上休業をすることができろ糊問（以ト■ イ‖〃本業期肛」しい－） ）   

は、育児休業開始了・定‖とさjLた【‡から育児作業終イ1′′1王IJとされたl‡（弟7条第㍑頃佑規定によ斗、⊥1．掛存ル休業絡イ   

了，定Eiが変更された場合に。ケ）／〕ては、そ〟）変虹掛ハ肯捏休業終「「虻l＝∴㌢汁たl！次項においてl［J」じ）主て叫勘   

とする 

2 次〃）各号に掲げそいずれか び）串′l宕が′i二じた場合には、肯捏仇業期≠肘、‥車貞（ノ）軋′上にント′川）し、Jザ、11．該トHFり1ノトじ   

たFl（7甘う〉う・に掲げろ事情が′i二じた場合にあ／）ては、そL川1り＝）に終†すろ  

育捏休業終J′r・定¶とゝれた＝の前＝までに、J′一（ノ）死Lそ〟）他い骨働昔が育兄休業申＝1に係ろf▲を養育し7′ごいこ  

ととなった車Ll」としてJ【㍗l二′芳倒省、令で定め亮■打力が′仁じたこと  

育児休業終J′十定一lとされたl川）トラ†fli圭でに、育児休業【1」H」．に係る「が1歳（て弟5条7損J‘和ノ）規定に上る申＝†に1二  

り育児休業をLていむ場合にふ／）て∫t、1励摘亘）に達したこと   

二 育児休業終了r・1上＝とされたF†までに、育児休牒申＝をした′別軌桁二／〕いて、ノけ柳城準法川「洒】22年二法律て糾りり・）  

第65条第＝貞若LくH第21‘如）規定二［り休業すろ期間、第15条第1項に船主十ろ介護休業堵＝Jり又上土東口ニナ亡育捏休業  

期間が始よったこと  

ニう 前条第：う項綾上：辻び）規定は、抑■真第1片の厚二／巨別軌省、令で定める■糾1が′卜Lた場「ナに／〕いて準廿日一ろ   

（不利益取扱いの禁【l二）  

第l倶た 二幸業七日、で働省‘が＃捏休業坤＝侍し、丈け1γ廿休業をLたことを理由として、、■1．さ亥甘働肯によ寸Lて畔扉そ（ハ   

他不利益な取扱いをLては／ご「Jない  

第：う章三 介護イ木業   

（介護休業〝）中上fり  

第11条 労働者は、その事業i二に小LHろことに上り、介護休業を－Lプろことができろ ただL、期間を定≠て扉川さか   

る者にあ／つては、淡び）各‡】一ソ）いずれに≠）．該）1トプ「ろヰ）〔／ペニ限り、、㌦須＝＝をすろニヒができろ  

、右該事業j二に引き続き扉H】された糊l捌が1隼以上である首   

∴ て折噸に規定する介護休慄潤抽汗定＝から起算して鋸「lを経過H‾ろ＝（以トニ肌斗H二王いて㌻～）：川経過r1」という）  

を超えてリlき続き鹿川されろニヒがル△主れろ占▲（りこう＝維i酎‡′小⊥、Jl牛を経過十ノ○【l巨て叫／‡jに、そし′りJ’倒」美的（ハ  

期l首】が溝J′し、かつ、）⊥う該労働契約ゾ）更新がないことが川ドノノトでぁろ晋を叛く1  

2 抑郎）規定にかかわL、Jrド、介護休業をLたことがあろウ〃勅勘一主、、11．該介護休業に係ろ対象ノ表紙が次〃）答シューL／＝′、▼＝l   

とがてきない  かに該当する場合には、、■1該対象家肱に／穴、て上土、前巧打）規定に⊥ろ中＝を十るこ  

、11該対象家族が、、■1［i亥介護休業を催｝始した＝カJ）リlき経き要介．掛伏態にあろ場合（J■，j／巨け働㌣、令で定虻）ろ利：別（ノ）  

事情があろ場合を除く）  

、11該対象′家族に／）いて次に抱げろ＝牧を合算Lたl†放（第15条第1■頃及び第2こう条7了1i2項にオ㍑、て「れ護休業等l】叛  

というり）がリニ川に達Lていろ場合  

イ 介言酎木葉をした「】数（介護休業を聞始Lた‖カ、し、J介護休業を終Jナした＝王で山＝放とし、▲＿以上山介護休業左・  

した場合にあ／ノては、介護作業ごとに、介護イ木業を開始したl】かト介護休登を終J’しノた＝七でぴ）‖放を合第二して  

得た【」放とする）  

し了 第2：う条第21頼ノ）川二r勘ノ」うナノ勤務叫判け）短縮そ叫山び用与二戸得であ／）て悍′い引動省令で1亡机ろ≠）〔／）／うー．濃い■Jかた11放  

（、⊥1該措世のう上最拙二．講じL、Jれと川二置／川村始された＝か㍉最後に諾し’レー〕れた川二置′往終「した11モご叫1轍トニ  

の問に介護休業をLた期仰が（有，るセきrヒ、、⊥う．掛れ像休業を問妬したlけ▲「J、一1該介護作業を絡イLたF仁Eで（ノ）lr放  

を差し引いた巨数）とL、‾＿以卜ぴ）・酎卜護状態について、∫∃該措裾が諸J上れた場合にふ工てけ、要介護状牒に∵  

に、斗］．…亥措置ソ）うナノ応手川二講じL、Jれた用二置が「期始さかイニ†かし、〕最後に．清い、Jれた措閏訂湖＝■し」二＝までぴ）＝牧トニ  

ゾ）間に介護休業虻Lた期刷があカときけ、≠該介護作業を≠囲Lた＝九∴∵11該介．穫休’某を終J′Lた＝モでソ）＝放  
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を差しリlいた【l数）を合算して得たl】数とする。）  

こう 第1項の規定による申出（以下「介護休業申出」という。））は、厚生労働省令で定めるところにより、介護休業申出   

に係る対象家族が要介護状態にあることを明らかにし、かつ、その期間中は当該対象家族に係る介護休業をすること   

とする・の期間について、そ〝）初日（以下「介護休業開始予定日」という。）及び末日（以下「介護休業終了子定日」   

というし」）とする日を明らかにして、しなければならないり  

4 節1項ただし書及び第2項（第2子を除く。）の規定は、期間を定めて雇用される者であって、その締結する労働契約   

〝）期間の末し］を介護休業終了子定l】（第13条において準川する第7条第3項の規定により当該介護休業終了予定【1が変   

更された場合にあっては、その要更後の介護休業終「予定日とされた目）とする介護休業をしているものが、、1∃該介   

護休業に係る対象家族について、当該労働契約の更新に伴い、当該更新後の労働契約の期間の初口を介護休業開始す   

定L」とする介護休業申出をする場合には、これを適用しない。   

（介護休業中州があった場合における事業主の義務等）  

第12条 事業j三は、′芳働甘からの介護休業中出があったときは、、1j該介護休業申出を拒むことができない。  

2 第6条第1項ただし吾（第2号を珠く「〕）及び第2項の規定は、労働者からの介護休業中出があった場合について準用   

するこ この場で＝こおいて、川条第2項中「前項ただし書」とあるのは「第12条第2項において準用する第6条第1項ただ   

し古」と、「前条第1項及び第3項」とある（ハは「第11条第1項」と読み梓えるものとする。  

こ〕 事業tは、労働者からの介護休業中出があった場合において、当該介護休業申出に係る介護休業開始戸定日とされ   

た日が二lう該介護休業中山があったl】の翌11カ、ら起算して2週間を経過する日（以下この項において「2週間経過日」と   

いう。）前のRであるときは、厚ノL労働省令で定めるところにより、当該介護休業開始予定RとされたRから当該2週   

指摘革過l上宝での間のいずれかの「1を当該介護休業開始予定Llとして指定することができる√〕  

4 前二咄の規定は、労働者が前条第4項に規定する介護休業申出をする場合には、これを適用しない。   

（介護休業終r予定日の変更の申出）  

第13条 第7条第3項の規定は、介護休業終「予定［］の変更の中州について準用する「）   

（介護休業巾「寸1の撒l口l等）  

第14条 介護休業申出をした労働者は、、当該介護休業申出に係る介護休業開始予定日とされたH（第12条第3項の規定   

による事業主の指定があった場ヂ、にあっては、当該事業主の指定したR。第3項において準用する第8条第3項、次条   

第1項及び第23条第2項においてl司じ、）の前Rまでは、当該介護休業申出を撤回することができるし）  

2 前項び）規定による介護休業中亡1rの撤回がなされた場合において、ゝ1う該撤回に係る対象家族についての介護休業申出   

については、当該撤回後になされる最初の介護休業申出を除き、事業主は、第12条第1項の規定にかかわらず、これ   

を拒むことができる。  

こう 第8条第3項の規定は、介護休業中J川こついて準用する〔」この場合において、同項中「十」とあるのは「対象家族」   

と、「養育」とあるのは「介護」と読み替えるものとする（）   

（介護休業期間）  

第15条 介護休業中Hをした労働者がその期間「†］は介護休業をすることができる期間（以下「介護休業期間」という。）   

は、当該介護休業中Hに係る介護休業開始㌣定日とされた口から介護休業終r予定日とされたR（その日が当該介護   

休業開始㌣定日とされた臼から起算して9こう目から当該労働者の当該介護休業申出に係る対象家族についての介護休業   

等日数を差し引いた【】数を経過する日より後の日であるときは、当該経過する目。第3項において「■司じ。）までの間と   

する 

2 この条において、介護休業終Jノナ定日とされたRとは、第13条において準用する第7条第3項の規定により当該介護   

休業終「予定日が変更された場合にあっては、その変更後の介護休業終丁子定日とされた目をいう‖  

3 次の各引こ掲げるいずれかの串情が生じた場合には、介護休業期間は、第1項の規定にかかわらず、当該事情が生   

じた日（第2号に掲げる事情が牛じた場合にあっては、その前日）に終Fする。   

一 介護休業終「予定日とされた目〝〕前し］までに、対象家族の死亡その他の労働者が介護休業申山に係る対象家族を   

介護しないこととなった事山として厚生労働省令で定める事由が生じたこと。   

二 介護休業終「予定日とされた［］までに、介護休業申出をした労働者について、洲動基準法第65条第1項若しくは  

第2項の脱走により休業する期間、育児休業期間又は新たな介護休業期間が始まったこと。  

4 第8条第3噴後段の規定は、前項第l号の厚生労働省令で定める事由が生じた場合について準用する。〕   

（準用）  

第16条 第10条の規定は、介護休業申出及び介護休業について準用する〔）  

第こi章〝）2 子の看護休暇   

（十の看護休暇の申出）  

第16条の2 小学校就学の始期に達するまでの十を養育する労働者は、その事業主に申し出ることにより、一の年度に   

おいて5労働日を限度として、負傷し、又は疾病にかかったその子の世話を行うための休暇（以下この章において「子   

の看護休暇」という。）を取得すろことができる。  
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21両耳ハ規定に上ろ申日日、ノー㍗1二′ソJ悌Jれ、今で定机ろと二／）にLり、ハ／一石一滴イイ冊ほ11川二十ろ【lセ明レ、JフいにLて、Lな   

けれげなL■」ない  

：i第1哨の牛皮烏、拝’業j二川川段ノ）定めを‾fて）場合をl叛き、川川に妬まり、ノ酬二3＝二う11】に終わろ≠）ノ）とrJ－ろ   
（Jr一ソ）看護イ木暇の中州が丑／）た」岩．′ナにおこ十ろ・】；業い往路貯㌣  

第16条のこう 事業トけ‘別軌首フ1、「J呵1「f条第1J如／）姑亡に上ろ小‖1が√♭）／〕たときけ、、1う．悠川■．Ll位相J、ニ上がで きブごい  

2 第6条第1項ただし［一三二（肥り一をl㍉ミく′）及び第拙い規心ヒ、′別軋肯か項／痛条第l項い肛定に⊥ろ車＝かふ／イニ」堤合   

に／）いて準川すろ この場合において、制粂第1項第1け申「1牛」とぁるL′けと「（う」J一 し r．r」条こ：才1i2井＝・「前亘け二仁L  

．上‡二」とあか川t「第1（う射ノ）：相川において準用十ろ第≠紅甘」‘侶二だL【1ミニ ヒ、「F、】ほ第1巾ノ女〔」、紺項」と「♭）ろ〔′号L「弟  

Ih条び）2第1項」と．言11．≡才人粋えろ≠J（ノ）ヒ十ろ  

り桂川）  

第1〔う条のノl第10条〃）貼上代、第描か棋聞l項侶規宣にLろけ＝＝及びJ’▲ノ）肴．海休暇に／八、て準用寸1  

祢川上 車胴囲ぺ倒（川‡棚沢  

第17条lまi二業主二は、労働炬て1享法丁侶h条第1」し’（本丈び）規定に上りl小▲真に鮎王十ろ労働＝判明（以トニ山条においてiii」二 りう・   

倒＝川了」という トを延j‡十ろことができな場合において、小て＝校就′、）ル）佃裾二超すろ吏かりト㌢養存する労働打て   

方〕／）て次〝）裾う一ソ）いザオ＝二≠，．該、11L／言い草）レ）が、一1．i亥J′▲を養肯寸てた机に請求したときけ、神‖脚持問（川に／〕いご21   

‖…、1て＝二／）いて－帥時問をいう∵i大力宥二言；いて同じ）を′超えこ′研削、川jを廷ユ‡し／て亡ヒ／了JJブ言い ただL、・拝、某（ノ）  

1憂二′さ；i．木蓮常を妨げる場合H、二〟川上りでノ′ごい  

、⊥∃該F非業盲二にリlき続き扉川された期刷〟り隼に満たない労働芹  

労働首〔ノ）配偶首で、▲1．子亥．請求に係ろ「山観でふるものか、ノ．損起としこ、⊥1．該J′せ養で汁ろ二J二ができろ圭）ソ）ユニしてり  

′トンう′倒省イトこ1上が）ろ君▲に．該、十十ろ場「ナにおけろ、【1．掛ガ働肴  

l汗∴り▲に掲げる≠〕〟）叫モカ＼、1㍑射い永をできナ言いニヒと寸1ニヒに／）いて合理的な理廿／いあろと．甘机㍉れる宣・働  

肴として厚′巨万倒H、令で定釣ろもい  

り 腑勘ノ）妬上にLる ぃにH、い，廿′ノ｝悼腑てナで1」｛ソ）ろと二／）にl二り、そゾり附Jr「－け湘‖根畔肛ノン超えて労働畔刷を虻LjiL 

てけならないこととなろ 一の期粧（川以仁1隼以l人け〕川＝別に；jミろ 昔‖」イ＝二おいて 用川里期l仙という）に／穴、て、   

そノ）初11（以トニの条において「■1舶用朴婿ナにl】」という」＋及び来＝（同項において「潮‖肛終「「定＝」という）   

ヒ十ろIIを明「」かにして、制限開始「定l川ノ川l■」γ」にでにL／／己けれげメに「Jニノ′言い  

こう 第1J廿ノ〕鮎上にト㌦請求訂∵り＝‾二後神州▼澗始）′・姐lヒされたl！山前＝tでに、J′一レ）叱LそL叫虹ノ）労働音が、㌦亥請求   

に係ろJ′一ソ）養肯をLなし、二王り工／〕た執1」とLて巨ノニ′L′芳倒名、て㌻で1上納ろ由l」が′巨じたときH、、－1．該．請求け、され／ご′′′ン、  

／）た≠）（畑とニプ入なす 二山場合にぉいて、労働肯け、そ〔ノ）事業上に対して、、■1．該・出力が′巨じた旨を聴′甘なく」通知しなけ   

れげならない  

1 次ゾ）各り▲に抱げるい－ドれかL′）机■－こが′仁じた場合にH、制服期問＝、、11．該率情が‖1∵」！（7折り一に経い、ろ率情が′卜   

Lし場合にあ／ノては、そLノ柚j＝）に絡イ1て  

制「牲終「了′姐トとされた「＝ノ）Ilけ＝Eでに、】′一〃〕死Lそ心細山ハ労働什が第1∫恒ノ）榔上に［ろ鉦にに係ろJ’せ養1ナfしノ  

ないこととな／）た一汗‥】として厚牛労働省、令で定机ろ・い＝が′巨じたこと  

制l榔終「ナ定＝とさかナ」川前＝玉でに、第1J由ノ）軋定に上ろ諭≠に係ろ「が′巨神長枕′、；石ハ拙裾二達したニヒ  

制服組ア「定Ilとさかイニ ー主でに、弟1項い規定に上ろ請来せした労働渚∵／穴、こ、′ソJ・働ノ，日用識■川㌻条第十頃右L  

く＝牒㌍項の規定に上申休業十ろ瑚聞、育兄休採用＝吊丈H介護休、阻期問〟埴、Eノ〕たニヒ  

5 笥でiニL墳後段州佑上は、前Jけ第1り一州チ′仁方倒省令で′上狛ろ由t†が′巨Lた場合に／穴、こ準引巨十そ  

第1H策 前条第1項（第㍍÷を防∴）、第川と、附叫及び領巾（弟が十日叛く」〔け規定＝、要介護状態にふ亮対象宏朕   

を介護する宣働拙二／ついてrlり‖十ろ この場合に来いて、川条第L」し川－「、1う．該トン養1ノトトろ一 ヒふろし′汁土「、jl該丈寸象   

家族を介護する」と、「－「」条て結う叫及び第1項弟1り一中 り一一とぉ，ろノ）は「対象′結扶√ と、養〃」とあろ直り「介，穫」ヒ  
．i克み李李える≠Jゾ）とrj‾る  

z1打条第川1後1≡′よし／津山上＝、前Jし－〔にk㍑、て準川十ろ‖]:i‖項第1り-州しノニ′巨万働iL、令で心LI)i［糾iが牛じた場合にノ穴、   

て準Jl十十ろ  

箭5草 深イ支業〃）制服  

第19条 一打業主は、小′㍗‥櫛旋⊥7二ノ）始期に達十るたで〃り一を轟fトトろ′ソJ・働首であ／〕て次（ノ）糾う－L′）いずれにも該、11Lない≠）   

ゾ）が、‘1．該r▲を養育す1た机に．請求した場合においては、′1二後1（川出、し－J′「再」叫吏てり刊用（以仁ニソ）条において r深夜   

としい））において労働させてH宮ン、〕ブ言い ただし、事業の上欄’な運宮を妨げる場合H、二の限りでない  

、⊥う該■ト某トにづ】き続き麻川さかた期聞が1丁目二満た／出、′ソj・働省一  

、】1該．請求に係る深夜において、常態として、lう該J′せ保什十ろことがてきろ、】1．該】′・叫．仙㌻（ノ）ノ損失そ叫山（ノ岬′巨労働  

省、令で定机ろ昔がいろJ易／ナにおけろ、■1該労働片  

前 ▲り一に掲げろ‡）J）叫モか、、【う．該．テ■1求をできないニヒと1‾ろことにノ′Jいてr湖畔」／川仙があろと「；紺）JJれる′方働  

打とLて厚牛′万働省計こン上〟）ろ‡，レ）  
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2 前項の規定による請求は、惇生労働省令で定めるところに上り、その期間中は深夜において労働させてはならない   

こととなる一の期間（川以L6J似内の期間に限る。貫目頓において「制限期間」という。）について、その初口（以   

卜この条において「制限開始予定R」という。）及び末日（同項において「制限終「予定tJ」という＝）とするRを明  

〔Jかにして、制限開始予定日の川前までにしなければならない「）  

ニう 第1項の規定による請求がされと後制限開始「定日とされた目の前目までに、子のタヒ亡その他の労働者が当該請求   

に係る「の養育をしないこととなった事由として厚生労働省令で定める事由が生じたときは、当該請求は、されなか   

ったものとみなす。この場合において、労働者は、その事業主に対して、、11該事由が生じた吊を遅滞なく通知しなけ   

ればならない  

4 次の各号に掲げるいずれかの事情が生じた場斜こは、制限期間は、当該事情が生じたH（第3号に掲げる事情が牛   

じた場合にあっては、その前FJ）に終J′する。、   

一 制l郎冬J′r′定日とされた口〝）前日までに、子のタヒ亡その他の労働者が第1項の規定による請求に係る子を養育し  

ないこととなった事由として厚生労働省令で定める事由が生じたこと．）  

制限終「予定日とされたl＝ハ前Rまでに、第1項の規定による請求に係るr一が小′学校就学の始期に達したこと。   

二 制限終了子定日とされたlほでに、第1墳の規定による請求をした労働者について、労働基準法第65条第1項若し  

くは第2∫如／）規定により休業すろ期間、育児休業期間又は介護休業期間が始まったことぐ）  

5 第3項後段の規定は、前項第1ぢの厚生労働省令で定める事由が生じた場合について準用する。  

第20条 前条第l噴から第3項まで及び第4噴（第2号を除く七っ）の規定は、要介護状態にある対象家族を介護する労働者   

について準用する〔）この場合において、同条第1項中「当該十を養育する」とあるのは「、1絹亥対象家族を介護する」   

と、l叫貞第2弓一中「子」とあるのに「対象家族」と、「保育」とあるのは「介護」と、同条第3項及び第4項第1弓・中「子」   

とある〝）は「対象家族」と、F養育」とあるのは「介言凱 と読み替えるものとする。）  

2 前条第3項後段の規定は、前項において準用するIJ］条第4項第1号の厚生労働省令で定める事由が生じた場合につい   

て準用するJ  

第6章 事業」二が講ずべき措措   

（育児休業等に関する定めの周東l等の措置）  

第21条 事業主は、古児休業及び介護休業に関して、あらかじめ、次に掲げる事項を定めるとともに、これを労働者に   

周知させるための措置を講ずるよう努めなければならないこ）   

一 労働者の育児休業及び介護休業中における待遇に関する事項   

∴ 育児休業及び介護休業後における賃金、配置その他の労働条件に関する事項  

前二号に掲げる幸〕ののほか、厚生労働省令で定める事項  

2 事業子三は、労働者が百児休業［＝＝又は介護休業中Hをしたときは、厚生労働省令で定めるところにより、当該労働   

者に対し、前項各号に掲げる事埠に関する当該ヅ〃動者に係る取扱いを明示するよう努めなければならない。   

（雇用管理等に関する措置）  

第22条 事業うミは、育児イ本業申出及び介護休業中州並びに育児休業及び介護休業後における就業が円滑に行われるよう   

にするため、育児休業又は介護休業をするツタ働者が雇用される事業所におけるプ〃動者の配置その他の雇用管理、育児   

休業又は介護休業をしているジフ倒者の職業能力の開発及び向1二等に関して、必要な措置を講ずるよう努めなければな   

らない。   

（勤務時間の短縮等の措置等）  

第23条 づj二葉i三は、厚生労働省令で定めるところにより、その雇用する労働者のうち、その1歳（＼当該労働者が第5条第   

3項の巾U」をすることができる場合にあっては、1歳6か軋っ 以卜この項において同じ。）に満たない子を養育する労働   

者で育児休業をしないも瑚こあ／1ては労働者の申出に基づく勤務時間の短縮その他の当該労働者が就業しつつその子   

を養育することを容易にするための措置（以卜この項及び次条第1項において「勤務時間の短縮等の措置」という。）   

を、その雇用する労働者び）うち、その1歳か仁〕3歳に達するまでの子を養育する労働者にあっては育児休業の制度に準   

ずる措置又は勤務時間の短縮等の措置を講じなければならない。  

2 事業主ほ、その雇用する労働者のうち、その要介護状態にある対象家族を介護する労働者に関して、厚生労働省令   

で定めるところに上り、馴動者〝）申出に基づく連続する93日の期間（当該労働首の雇入れの口から当該連続する期間   

の初し］の前日までの期間におけろ介護休業等日数が1以上である場合にあっては、93Rから当該介護休業等口数を差   

し引いた日数の期間とし、当該労働者が、う該対象家族の；11該要介護状態について介護休業をしたことがある場合にあ   

っては、当該連続する期間は、甘該対象家族の当該要介護状態について開始された最初の介護休業に係る介護休業開   

始r′）い］とされたl】から起算した連続する期間のうち、一1該労働者が介護休業をしない期間とする〔））以上の期間にお   

ける勤務時間の短縮その他の、棉妄労働者が就業し／つ／つその要介護状態にある対象家族を介護することを容易にするた   

めの措置を講じなければならないこ〕   

（3歳から小′、；チ‥校就学の始期に達するまでの「一を養育する労働者等に関する措置）  

第24条 事業主は、その雇用する労働者のうち、そのこう歳から小学校就学の始期に達するまでの了せ養育する労働者に  
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関して、育相木菓〔ノ〕制度又は勤務時仰山板縮甘ノ）川二F軌二準じて、必聖二な括岡な講寸て上う雪子捏）／亡ければなJJない  

2 事業章二は、そ叫浸川十ろ労働相－り）うナノ、そノ）‘表紙を介護すろ労働首に閲して、介護休業し川帖度又は前条第21‘軋二1上   

める措置に準じて、そノ）介護を必要ヒ十ろ用＝吊、回数等に配慮Lた必■要ノ川佃沌．肯ドるLうに努机なけれ＝木工沃い  

第25条 削除   

（労働者び）配闘二ほ」rトう配慮）  

第26条 甘業には、そ〟）扉川寸る′芳働宵山配置レ）変更て就業（ノ）場所の変更を伴うゎれ／㌢しノLうセー十ろ場合において、   

の就業び）軌畑ノ）変軋二上り紙業しノ／〕／〕そ〔ノ）1′▲レ）轟ff丈け家族〔ノ）介護を子j一うこと7川本l難となろニヒとなろノ芳働首がいろ   

ときけ、、lう該労働首〟）J′－の養存丈＝ノ束粍ノ）介．穫レ）ニりこH心二配慮しなけれげ木工高い   

（再雇用特別措置等）  

箭27条 事業トは、妊娠、＝庫守一：L㌧くはすデリユ又は介護をftf川】ヒLて退職Lた首（以仁‾ 在県′鼠赴臓者」という）に／〕   

いて、必要に応じ、性癖用特別用牒（杏捏等退職苫てあ／）て、その赴瞞の際二、そ山耽牒証・り▲経とな／イニときに、1う．該   

退職に係る事二業〃）F‡i二業主二に再び雇＝jされろことtノ）希ヤ！をf】‘十ろ旨（ノ汗H＝をしていノニー手）〔ノバ二／〕いこ、、▲1該事業上が、労   

働者一〃）紆渠又は採川に、■1た／）て鞘㍑申ノ）配慮をする川二；＃をいう 恥う0条及び昔誹一条第＝軒第1り一において卜りじ）そ山他   

これに準ザる措置を実施十ろ上う㌍めなけれげなL二」ない   

（指針）  

第2日条 ノ享′重工労働人ト；（は、甘封条かへ1行条まで出現定に」tち／jきや二葉トが．潤一トぺき描匿及び「山養宥ぺ烏藩灘甘介護を子J二   

い、又は子J二うこととなろ′引軌首ノ）職業′＝舌と家庭′仁清とし旬両、ンニ／川Xl〔JれろLうに十るた裾二事業i三が．溝■トミきそ万）他   

ノ）措置に関して、そぴ）適り」か／Jイ】‘効なノ夫施を卜くlろため（ノ）指針り〔ろべき宰相を定め、二れを公表する≠）ソ）とすろ   

川鉱業ノ家庭山、一」′二推進音）  

第20祭 事業トは、ノゾ′トノ甘倒省令で定や）ろところに上り、第21軍こか「J箭27条：去でに定めろ描群及びr一〃）養育又け豪族「ノ）   

介言嗟を子Jl、、又は子J∴う二！ヒ／工る′万働首（ノ）職業牛宜・と′表庭′卜i．1一ヒのl小▲′二がトズ】JJかろLうにすろために．満ずべきそし叫山   

び）措苗の適切か／つイ】‾効な′夫地引叫るためノ）業務を川、1卜㌻‾る占▲（肯甜条第1叫第5り一において「職業家庭両、’／二推進れ と   

いう，）を適作rLj一る上うに′～プ机畑ナればな左ない  

第7草こ 気】▲象労働苫′キに什卜ろ友†射けFF壬  

第1節 ‥ヨ等にLろ接肋   

（事業「三等に対すろ緩助）  

第こ和束 卜畑土、l′一び）養子f射廿家族れ介．港を子Jい、丈代目うニヒと7工ろ′引軌首（以卜「対象ぺ－働首一 とい■う、）及び1ナナリJ   

等退職昔（以卜 一対象づJl軌片耳」と総称十ろ）〃）扉川〃）継続、け軋暇山根進そ山他これら両者≠福神サ丹翫巷を車】ろ   

ため、事業i∴ 事業i二項、11休そ〃）他山m係甘に牒しこ、対象労働省▲〔ノ）塙三りJされろ■ド某所におけろ雇用管理、†i蟻川川二   

別措置そぴ）他作抑勘二／〕いて（ノ）相談及び上り古∴ 糸「汁「金ノ）支給そ叫山けど、要なほ仙左＞子j二うニヒかできろ   

（相談、講習で）  

て許う1条【Lけと、対象′剃働甘に対しノて、そ直職業′＝√と家庖′巨iLIヒ仁丹小⊥／二項j自性1勘二貿十ろた扉）、′必要な指導、用談、，満   

習そソ）他ノ）措田を講ずる≠）山と■1る  

2 地方公共再Ⅰ休日、l小畑溝ザ1「誼I如／）ナm勘二準じた措f2’壬を．描こ▼ドろLうに巧手めなけれげ′亡し1ノブ言い   

（再就職〃）援上り」）  

第二う2条l叫［、石化等辺欄渚に村Lご、そノ絹Jヤますろときに再び犀川ゾ）機ごミが／ノーえ⊥ゝノれろLうに√】1ろた机、職業指や、   

職業紹介、職業能／ノ〔／）再帰＝かノ川手置そル仙ル措岡が鉦姐‡（」にl軋連して′長施されろ上う∴Ⅷ山㌢十ろとと1に、で押上lt‡」邑   

職者肌‡■J滑な再就職をⅠ対ろたれと、せ／〔ほ仙を子Jう≠）〟）とナろ   

（職業′卜活と′家庭牛沃守（ノ）l小▲′二に‡廿J‾ろfl冊宇／ンi㌍扉）ろた㌦川）川二世）  

敬う：う条Il、二†は、対象労働昔1i；三川け裁業′卜i．1と′京庭′仁子．1▲とし旬小1′二を拙ナ、、ていろ臓J岩におこナろ′朋子J二そし叫虹畑‡苦要【対ゾ）解消ヰ車l   

ろため、対象骨働打掛川臓業′＝．「と′未J庄′卜ー．1▲l二し川小▲山二闇L、■軒某巨、′万イ軋片そノ）仙巨＝工 一般肌理舶ヰ深机ろた琉に   

必要舟広軌仰臥ケ叫触ノ）柑二F；√こ与′．肘丁ドろ≠）ソ）ヒ十ろ   

（勤労者家庭支援施ト音是）  

第：り条 地ノノ公扶川休日、必‘要に止こじ、鋤ノンう◆占′結庭支援J貼】■迂を．斜里‾るL引 ∵畑れ畑上付五十■J／亡い  

2 二勤労者家庭友採牒扉昔＝、対象′け働苫・Tに対Lて 、職業′＝舌と末庭′h．キと佑叫車■′二にl呈JL、糾恥／川廿談に応じ、及び必  

l許な指増、講習、美省一≠を十・い、、1巨びに什養及びレクリ丁・－ンニlン〃）ノニめ（ノ）仙′L■】ニキりiニ／パ、ろ1与対句三′芳働苫‾等〃）福帥ノ）   

増進を一文lろための■ii二業を総合〃」に一戸〕ニヒを＝的と十ろ施．設圭∵十そ  

3 ノ厚牛労働大臣H、勤労首末庭友緩施ぷ肌㍊聞及び連√．t：ち■に／ついて〃）ヤ三Eしい左ヒ雄三を定机ろ≠）－ノ）と十ろ  

4 い三け主、地力ー公共車＝本に対して、勤′芳首‘家庭支援施．設の．設置及び運営に閏L必要な川」∴、指導そ山他山援助を子J二うこ   

とができる   

（勤労者‘吏庭支援施設指導パ）  

第：う5条 勤′ソJ・軒家庭女採鉱j封二＝、対象労働苫▲て享に丈十′卜ろ川談及び肘キ〃）業結を申し、十十て川哉冒（次墳において 「剃′ガ昔   

家庭支緩灘．掛指導＝」という）ケ躍く上うに㌍机なけわげ女らない  
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2 勤ウJ′首家庭支援施設指導員は、そ〝）業務について熱意と識見を有し、かつ、厚生労働人臣が定める資格を有する者   

〃）うちから選什するものとする（。  

第2節 指定法人   

（第36条～第52条 略）  

第8串三 雑則   

（育児イ本業勺‡取得者の業務を処刑けるために必要な′芳働者〝〕募集の特例）  

第53条 認定中小企業団体〝）構成‖たる中ノト企業甘が、当該認定中小企業団体をして育児休業又は介護休業（これらに   

準ずる休業を含む＝，以トニの項において同じ。）をする労働者の1該育児休業又は介護休業をする期間について当該   

労働者の業務を処理するために必要な労働者の募集を行わせようとする場合において、、！1該認定中小企業団体が、一1該   

募集に従事しょうとするときは、職業安定法（昭和22隼法律第141片）第36条第1項及び第3項の規定は、）1該構成員   

たる中小企業者については、適付しない′  

2 こ〝〕条及び次条において、次か各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによるr〕  

中小企業老 中小企業における′芳働力の確保及び良好な雇用の機会の創出のための雇用管理の改善の促進に関す  

る法律（、和射牛法相第57片）楕莞条第1年＝こ規定する「†1小企業者をいうこノ   

ニ 認定中小企業団体 中小企業Hこおける労働力の確保及び良好な雇用の機会の創Hのための雇用管理の改善の促進  

に関する法律第2条第2項に旭‡ト「る事業協同組合等であって、その構成員たる【ト小企業者に対し、第22条の事業主  

が講ずべき措置その他に関す㌃相談及び援助を行うものとして、当該事業協同組合等肌申請に基づき厚／ト労働人臣  

がその定める基準に上り適当てあると認定したものをいう。J  

3 厚生づJ’働大臣は、認定中小企集団体が前項第2号の相談及び援助を行うものとして適当でなくなったと認めるとき   

は、同号の認定を取り消すことかできる（〕  

4 第1項の認定中小企業間休は、、⊥1該募集に従事しようとするときは、厚生労働省令で定めるところにより、募集時   

期、募集人員、募集地域その他押）ノ芳イ動者▲の募集に関する事項で厚生労働省令で定めるものを厚生労働大臣に届け出な   

ければならないこ，  

5 職業安定法て結う7条第2項び）規定■：輔†項の規定に上る届Hがあった場合について、同法第5条のこう第用i及び第3項、第5   

条の4、第39条、芽‡41条第2項、第胴条の3、第48条の4、第50条第1項及び第2叫並びに第51条の2の規定は前項の規定   

による城山iをしてツ∫働者の募集に従事する者について、同法第40条の規定は「司項の規凪こよる届出をして労働者の募   

集に従事する割こ対する報酬の供与について、同法第50条第こう項及び第小頁の規定はこの碩において準川する同条第2   

項に規定する職権を行う場合に／〕いて準用するし）この場合において、同法第：i7条第2項中「労働者の募集を行おうと   

する者」とある〃）は「育児休業、介護休業等育児或は家族介護を行う労働者び）福祉に関する法律第53条第1項の規定   

による届出をして労働者の募集に従事しようとする首」と、同法第41条第2J■か十－「、一1該労働者の募集の業務の廃止を   

命じ、又は期間」とある〃）は「期間」と読み替える≠〕のとする〔，  

6 職業安定法第36条第2項及び第12条〝〕2の脱走の適用については、同法第36条第甘墳「rl「前項¢」とあるのは「被用   

者以外の首をして労働昔の募集に従事させようとする者がその被用甘以外の首に与・えょうとする」と、同法第42条の   

2「11「第39条に規定する募集′受託甘」とある瑚ま「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関   

する法律第5：う条第ノ1項の規定に上ろ届出をして労働者の募集に従事する者」とする。′  

7 厚生労働大いは、認定中小企業間体に対し、第2項第2号の相談及び援助〝）実施状況について報告を求めることがで   

きる。  

（第54条及び第55条 略）  

（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告）  

第56条 厚生労働大田は、この法律び）施行に関し必要があると認めるときは、事業主三に対して、報告を求め、又は助言、   

指導若しくは勧告をすることができる 

（第57条 略）  

（権限の委任）  

笥58条 この法律に定める厚生労働大臣の権l眼は、厚生労働省令で定めるところに上り、その一部を都道府県労働局長   

に委任することができる。  

（第59条及び第60条 略）  
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